
太子町下水道事業経営戦略

計画期間　：　令和７年度～令和１６年度

太子町

令和７年３月



１．事業概要

（令和５年度末現在）

［現行の使用料体系］
使用料体系は、基本使用料のある従量・累進性を採用。現行の使用料は平成22年10月1日に施行した。

基本料金 20ｍ3 100ｍ3 500ｍ3

101㎥　

151㎥　

501㎥　

1,057

前回改定前の下水道使用料（１か月分）　※税抜

312円　

291円　

円 円円 円95,85713,5571,997使用料 ～10ｍ3

前回改定時の改定率（前回改定前から現行の使用料体系への改定率）

改定率

20ｍ3 平均

17.0 ％ 18.0 ％

31㎥　

41㎥　

51㎥　

150㎥　

500㎥　

1000㎥　

～ 参考 ～

1001㎥　 ～

一般汚水 0㎥ 267円　

～

～

～

～

～

～

1㎥　

～

～

～

40㎥　

97円　

110円　

126円　

141円　

164円　

186円　

215円　

246円　

50㎥　

100㎥　

事業の現況

施　設

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

処 理 区 域 内 人 口 密 度

法 適 （ 全 部 適用 ・一 部適 用）
非 適 の 区 分

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

有

処 理 区 数

処 理 場 数

広 域 化 ・ 共 同 化 ・ 最 適 化
実 施 状 況 *1

1処理区

なし（大和川下流東部流域関連公共下水道）

・供用開始当初より流域下水道に接続
・南河内４市町村下水道事務の相互連携に係る基本協定締結（H30.3.15）

超過料金

下水道使用料算定表（１か月分）　※税抜

10㎥　

20㎥　

30㎥　

超過水量 超過使用料（1㎥につき）

21㎥　

11㎥　

太子町下水道事業

策 定 日 ： （改定）月3年7令和

団 体 名 ：

事 業 名 ：

太子町下水道事業経営戦略

基本水量 基本使用料

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

使　用　料

法適（一部適用）
令和２年４月から地方公営企業法の
一部を適用

16 年度

基本料金
用途

平成５年度（供用開始後　32年）

48.91人／ha　（11,934人／244ha）

一 般 家 庭 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

②

計 画 期 間 ：

（１）

①

令和 7 年度 ～ 令和

　太子町

－　1 －



※税込 ※税込

下水道事業担当職員 ３名

損益勘定所属職員 ２名

資本勘定所属職員 １名

民 間 活 力 の 活 用 等

経営比較分析表を活用した現状分析

別紙１ 経営比較分析表（令和５年度決算） を参照。

該当なし。

該当なし。

（２）

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

③ 組　織

事 業 運 営 組 織

2,570

環境農林課

● 主な事業内容
　・環境衛生に係る事務
　・農林に係る事務
　・下水道に係る事務

令和３年度 2,866 円

まちづくり推進部

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

（３）

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

　水洗化率は増加傾向にあるものの、人口減少等に伴う有収水量の減少により、使用料収入は減少している。将来的にも、「２.将来の事業環境　（３）使用料収
入の見通し」のとおり減少していくことが予測され、また、物価上昇や老朽化対策に伴う資本費の増大もあり、依然として使用料収入によって汚水処理費を賄え
ない（経費回収率が改善されない）状況が続くことが予想される。
　こうした状況を踏まえ、今後も安定的に下水道サービスを提供していくため、使用料の見直しの検討を含めた経費回収率向上の取組を行うことにより、経営基
盤を強化し、経営健全化を図る必要がある。
　また、施設面では、町内に16箇所あるマンホールポンプ施設や、敷設後50年超の管渠、摩耗したマンホール蓋等、老朽化した下水道施設に対する更新事業
費の平準化を図るため、ストックマネジメント計画に基づいた点検・調査を実施し、計画的に更新工事を実施する必要がある。

 イ　指定管理者制度

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載 令和４年度

令和３年度

職 員 数
内訳

令和５年度 2,570 円

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

上記による。

その他の使用料体系なし。

円

令和５年度 2,832

円

円実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載 令和４年度 2,8362,570 円

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

管渠費についてマンホールポンプ保守点検業務、下水道管渠清掃業務を民間委
託。

制度の導入は未検討。

現在のところ、未実施。

資 産 活 用 の 状 況

－　2 －



２．将来の事業環境

処理区域内人口の予測

（２） 有収水量の予測

（３）

（１）

（１）で予測した処理区域内人口に水洗化率を乗じて水洗化人口を予測し、水洗化人口に１人あたり有収水量（令和５年度実績値で一定）を乗じて有収水量を
予測した。
・予測の結果、有収水量は減少していく見通しとなった。

使用料収入の見通し

処理区域内人口は、町人口の変動と人口普及率の増減に影響を受けることから、社人研による推計人口に普及率（令和５年度実績値で一定）を乗じて予測し
た。
・予測の結果、処理区域内人口は、総人口の減少に比例して減少していく見通しとなった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　社人研…国立社会保障・人口問題研究所

使用料収入は、（２）で予測した年間有収水量に使用料単価（令和５年度実績値で一定）を乗じて予測した。なお、当該見通しでは使用料改定を見込んでいな
い。
・処理区域内人口、有収水量ともに減少傾向は続く見通しとなったことから、使用料についても減少していく見通しとなった。
・将来にわたり安定的なサービスを提供するには、事業運営に必要な財源を確保する必要がある。経費回収率の適正化を図るためにも、『下水道使用料算定
の基本的考え方（日本下水道協会）』に基づき、使用料改定の検討を進める。
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３．経営の基本方針

1 →

2

3 →

4

5 →

４．投資・財政計画（収支計画）

別紙２-１ 収益的収支 別紙２-２ 資本的収支 を参照。

　以前は上下水道部局であったが、平成29年度より上水道部局が大阪広域水道企業団へ経営統合となった結果、複数回の組織改編を経て、令和３年度から
下水道と環境衛生・農林業務が集約され、うち下水道業務については事務職員２名、技術職員１名で運営している。
　なお、今後、計画期間において職員の増員又は減員は計画していない。限られた人員で事業を維持していくために、適正な職員配置や民間委託の活用等、
より一層の事業運営の効率化を図るよう努める。

［収益的収支］
　計画期間中、経常収支比率は100％を超えず、当年度純損失が継続する見込みである。

投資・財政計画（収支計画） ：

一般会計からの基準外
繰入の低減

＊適正な使用料を確保したうえで、一
般会計からの基準外繰入を減らし、独
立採算による事業運営を目指す。

（５）

（１）

適
正
な

維
持
管
理

経
営
基
盤
の
強
化

92千円

目標値

73,458千円 0千円

126千円

計画的かつ効率的な下
水道施設管理

＊下水道施設の状態を点検・調査に
よって把握し、計画的な管理を行う。

ストックマネジメント計画
に基づく事業計画の

評価、見直し

<基本方針>
　まちの基本理念である『人と自然と歴史が交流し　未来へつなぐ　和のまち　“たいし”』のもと、安心・安全な地域づくりに寄与する下水道事業であることを経
営の基本方針とする。

<取組・目標>
　上記基本方針に基づき、持続的かつ安定的に下水道サービスを提供していくため、施設管理の最適化及び経営の健全化を図る。そのためにも、共同化の
推進による事業の効率化、施設の適正な維持管理、経営基盤の強化に努め、事業運営を実施する。具体的な取組と目標を下記のとおり定める。

共同化への対応
事
業
の

効
率
化

（４） 施設の見通し

　管路施設について、平成２年から整備を開始したため、老朽化の心配はない。ただし、一部昭和40年代後半に民間住宅開発により敷設された管路施設を受
贈しており、老朽化が進んでいる。そのため、令和元年度策定のストックマネジメント計画に基づき、令和２年度より施設の点検・調査を実施している。その結果
を受け、令和６年度より改築更新工事に着手する。
　また、マンホールポンプ施設についても、管路施設同様、ストックマネジメント計画に基づき更新計画を策定・実施している。マンホールポンプは管路施設より
も法定耐用年数が短く、早く劣化が進むものであるため、適正な保守管理及び計画的な改築・修繕を行っていく。
　その他、計画期間内には劣化したマンホール蓋の入替工事等を予定している。具体的な投資計画については「４．投資・財政計画（収支計画）　（２）投資・財
政計画（収支計画）の策定に当たっての説明　①収支計画のうち投資についての説明」のとおりである。

22,482千円 15,000千円

具体的取組 指標
令和５年度 令和１６年度

組織の見通し

＊事務や施設管理の一部について、
市町村の枠を超えた連携を検討し、委
託料の節減を行う。

委託料の節減

基準外繰入金

事業計画の評価・見直し：５年度ごとに実施

５年ごとに見直し実施
（計画期間内　令和７年度及び令和12年度に実施）

企業債残高の縮減

＊将来世代の負担を軽減し、「世代間
の負担の公平性」を確保するため、水
洗化人口1人当たりの企業債残高の
縮減に努める。

水洗化人口1人当たりの
企業債残高

使用料の適正化

＊更なる事業経営の効率化を図ること
を前提とするが、R5年度経費回収率
が87.18％に留まっていること、また、
今後の使用料収入についても減少が
見込まれることから、使用料の改定を
検討する。

使用料の見直し

取組方針
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当
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金
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円
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投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

収支計画のうち投資についての説明

［資本的収支］
　資本的収支不足額は、損益勘定留保資金等で補てんすることができる見込み（「（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明　［補てん財源］」を
参照）。

マンホール蓋入替

R16主な事業内容 R7

36,000

0 3,594

89,179

0

蓋替え

職員給与費・事務費

17,888 45,000

84,189

0 0 0

管渠

0 0器具備品

89,219

「投資・財政計画（収支計画）」において、今後10年間で見込んでいる投資計画及び事業規模は次のとおりである。

<公共下水道について>
・令和元年度にストックマネジメント計画を策定し、令和２年度から重要な管渠と50年経過する管渠の点検・調査を実施。
・令和３年度から点検・調査結果に基づき施設の修繕計画を策定し、令和６年度より改築更新工事に着手している。
・職員給与費は、必要最小限（４条職員１名）で見込んでいる。
・16機場あるマンホールポンプ施設の更新計画を策定して実施。
　上記の取組により、施設更新費用の増加が見込まれるが、事業費の平準化を検討した。主な財源としては国費・企業債の充当を予定している。

<流域下水道について>
　処理施設等の老朽化対策により、建設負担金は増加傾向で推移する予測である。

（２）

①

目 標 計画的かつ効率的な老朽化対策の実施により、施設管理の最適化を図り、コスト削減を実現する。

R14

工事

89,199

委託

企業会計システムサーバー更新

管更生実施設計業務

管更生

水位計

面整備

面整備実施設計業務

流域下水道建設負担金

マンホールポンプ整備

45,000

負担金

29,888 69,888

13,800

0 0

26,400 26,614流域下水道建設負担金 8,000 9,000 33,000 36,000 26,400 26,400 26,400 26,400

合計

資本的支出

　　建設改良費

　　　　（税込・千円）

47,733

17,888

53,421

45,000

7,659

9,262

0

7,679 7,699 7,719 7,739 7,759 7,779 7,799 7,819 7,839

11,700 12,900 10,000

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R15

機械装置 15,000 15,000 3,000 0 0 0 0 0 0 13,736

10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

0
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額
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企業債 国庫補助金 出資金 他会計補助金 受益者負担金 建設改良費 企業債償還金
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収支計画のうち財源についての説明②

目 標 適正な下水道使用料の検討・確保に努め、他会計繰入金の縮減を図り、経営の健全化を目指す。

［建設改良費の財源］
　国の交付金（補助率50％）を最大限活用し、企業債については充当率100％を基本とする。ただし、汚水管の改築にあたっては、国庫補助金の交付要件に
ウォーターPPPの導入が決定済であることが追加された。そのことにより、令和９年度以降については、管更生等の財源に国の交付金は見込まず、企業債の借
入を予定している。

［企業債償還金の財源］
　資本費平準化債及び下水道事業債（特別措置分）を発行可能額の上限まで借り入れることにより、償還額の平準化を図っている。総務省の「繰出し基準」に
基づき、元金償還金に対して繰出される出資金（基準内繰入）を充当している。なお、不足する部分については、内部留保資金等で充当する。

〈財源の積算〉
［使用料収入］
　使用料収入は減少傾向が続く（「２.将来の事業環境　（３）使用料収入の見通し」を参照）。経営状況や将来の見通しを総合的に勘案し、５年ごとに見直し検
討を行うこととするが、「投資・財政計画（収支計画）」においては、使用料を改定しないことを前提としている。
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収支計画のうち投資以外の経費についての説明

0.0%

100.0%

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

56.5%
割合

基準内

基準外

③

0.0%

43.5% 47.3%

7.0%19.2%32.9%40.0%41.8%40.6%40.7%

民間の活力の活用

職員給与費

動力費

修繕費

管路施設のみ有している現状をふまえ、維持管理業務の一部を業務委託するに止まっている。

必要最小限（３条職員２名）で見込んでいる。
「２．将来の事業環境　（５）組織の見通し」に示したとおり、職員の増員又は減員は計画していない。将来の職員給与費
については、ベースアップを見込んで次の通り算定した。

　　　　　職員給与費　＝　前年度の見込給与費　×　（１＋ベースアップ率）

　　　　　　ベースアップ率　…　年0.26％　　過去の人事院勧告から傾向を把握

マンホールポンプ施設16機場分の稼働に要する電力代を見込む。
動力費は令和６年度決算見込を基準とし、汚水処理量１㎥あたりの動力費を算定し、汚水処理量の将来予測値を乗じ
た。さらに、１㎥あたりの動力費には将来の物価上昇を見込んで次のとおり算定した。

　　　　　動力費　＝　汚水処理量１㎥あたりの動力費　×　汚水処理量（予測値）　×　（１＋物価上昇率）

　　　　　　汚水処理量１㎥あたりの動力費　…　令和６年度決算見込より算定
　　　　　　物価上昇率　…　0.81％　e-Stat（政府統計の綜合窓口）による消費者物価指数時系列データを参照

過年度の平均値を基準とし、物価上昇を加味して算定した。
　　　　　　物価上昇率　…　2.34％　e-Stat（政府統計の綜合窓口）による消費者物価指数時系列データ を参照

100.0%80.8%

39.9%52.7%

60.1% 59.3% 59.4% 58.2% 93.0%60.0% 67.1%

［補てん財源］
　上記の通り、建設改良費及び企業債償還金の財源の一部に内部留保資金を充当する計画である。計画期間中は補てん財源不足額は発生しない見込みで
ある。

［繰入金］
　雨水処理負担金、他会計補助金及び出資金は、総務省繰出基準に基づき計上した。加えて、現計画において資金収支不足分の基準外繰入を行っている
が、将来にわたり財政担当課との協議を継続していく。繰入金の内訳は次のとおり。
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投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

今後の投資についての考え方・検討状況

今後の財源についての考え方・検討状況

投資以外の経費についての考え方・検討状況

②

令和10年度までは府の推計資料より算定した。令和11年度以降は汚水処理量に比例するものとして算出した。

特になし。

（３）

①

使用料の見直しに関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

老朽化対策事業については、ストックマネジメント計画に基づく点検・調査結果により修繕計画を策
定し、改築等事業費と企業債発行額の平準化を図る。投資の平準化に関する事項

マンホールポンプの更新をする際は、高効率・省エネルギー型機械の導入について検討し、動力
費の抑制に努める。

流域下水道による処理のため該当費用なし。

③

資産活用による収入増加
の取組について

「①民間活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）」のとおり。
その他、汚水管改築以外の国の交付金事業については引き続き、最大限活用し、積極的な財源
確保に努める。

広域化・共同化・最適化に関する事項
技術職員の減少問題に対応するため、技術継承のための共同研究とアウトソーシングの共同処理
について、富田林市、太子町、河南町、千早赤阪村で取組を継続する。

経費回収率の適正化に向け、５年ごとの経営戦略の検証・見直しに併せて検討する。
今後は、将来人口が減少傾向にあるため、使用水量増に伴う使用料の増加は見込めない。また、
経費縮減に努めることはもちろんのことであるが、使用料で賄うべき経費が賄えていない状況にあ
る。この情勢を踏まえたうえ、持続的かつ安定的な経営に向け、使用料の改定についても慎重に検
討を進めていく。

特になし。

予防保全の観点から点検・調査を実施し、効率的な予算執行に努める。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

職員給与費に関する事項

動力費に関する事項

薬品費に関する事項

修繕費に関する事項

委託料

その他維持管理費

マンホールポンプ施設の定期点検、緊急対応としての管渠清掃、下水道台帳管理システム保守等、経常的に発生する
委託料については、過年度の平均値を基準とし、物価上昇を加味して算定した。
　　　　　　物価上昇率　…　0.81％　e-Stat（政府統計の綜合窓口）による消費者物価指数時系列データ を参照

不明水、改築更新の計画策定委託料と事業計画認可変更業務委託料については別途見込額を計上した。

事業量に見合った配置・定数となるよう随時適正化を図る。

令和９年度以降、汚水管の改築に係る国の交付金要件として、「ウォーターPPP導入が決定済み」
であることが必要とされた。将来の財源確保のためにも、先進事例を参考にしながら検討を進める。

マンホールポンプ施設に併設された緊急通報装置に係る通信料、公共汚水桝の維持管理に要する材料代等、過年度
の平均値を基準とし、物価上昇を加味して算定した。
　　　　　　物価上昇率　…　0.81％　e-Stat（政府統計の綜合窓口）による消費者物価指数時系列データ を参照

保険料は令和６年度決算見込より算定し、工事請負費の物価上昇率は2.34％で算定した。
また、南河内４市町村負担金は別途見込額とし、貸倒引当金繰入額及び報奨費は過年度の平均値で一定、会費等の
負担金は令和６年度決算見込より一定とした。

流域下水道負担金

その他の取組

「①民間活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）」のとおり。
その他、近隣市町村とも活用方法を協議していく。
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収支構造の適正化及び経費回収率の向上に向けた取組・ロードマップ

〈収支構造の適正化〉

〈経費回収率の向上に向けた取組・ロードマップ〉

［収入増加のための取組］
使用料の在り方の検討・改定

［費用削減のための取組］
共同化による経費削減

民間活力の活用

ストックマネジメント計画による効率的な下水道施設管理

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

最近１箇年間の実績 　…　令和５年度実績

投資・財政計画計上額（Ａ） 　…　使用料算定期間（令和７年度から令和１１年度までの５年間）の平均値

公費負担分（Ｂ） 　…　一般会計繰入金、長期前受金戻入

※1
［下水道使用料改定の必要性］

　「「経営戦略」の改定推進について」（総務省通知　令和４年１月２５日）において、料金水準が適切なものであるか、また将来の使用料改定の必要性等につい
て議会や住民にも理解してもらえるよう、経営戦略に原価計算の内訳等を記載し、見える化を図ることとしている。そのため、別紙３のとおり原価計算表を作成し
ている。なお、「投資・財政計画（収支計画）」を用いて総括原価を算出した。

具体的な取組

年度

　ストックマネジメント計画に基づき、長寿命化を含めた計画的な修繕・更新等を行う。さらに、定期的に事業計画を見直すことにより、ライフサイクルコスト
の低減に努める。

④

②

使用料の改定（必要な場合）

共同化による経費削減

R15

令和５年度 令和１１年度 令和１６年度
業績目標

ストックマネジメント計画による効率的な下水道施設管理

民間活力の活用

R16

実施予定時期

R7 R8 R9

95.77%

③

　将来的な見通しを勘案したうえで、安定的な使用料収入を確保していくため、５年ごとに適正な使用料の在り方を検討する。※1

　効率的な事業運営や技術職員の減少問題に対応するために、共同化の可能性について引き続き検討する。

　官民連携（PPP/PFI）の活用の導入は、大規模な自治体以外でも導入検討を行うことが望ましいとされている。維持管理コストの縮減を図るべく、民間活
用の可能性について検討する。

　収支構造の適正化を図るための　具体的取組及び実施予定時期について、次のとおりとする。　なお、　当該ロードマップは、「下水道事業における収支構
造適正化に向けた取組の推進についての留意事項」（国土交通省事務連絡　令和２年７月２２日）に基づき作成している。

収
入
増
加

100.00%87.18%

中間目標 最終目標

R10 R11 R12 R13 R14

使用料の検討

　「投資・財政計画（収支計画）」において、計画期間中は当年度純損失が継続する見込みである。平成22年度に下水道使用料を引き上げ、令和６年度末に
おいて14年間が経過している。下水道汚水を処理するための経費（公費負担分を除く）は使用料で賄うことが原則であるが、経費回収率（令和５年度実績
87.18%）が示すとおり、使用料収入で汚水処理費を賄えていない状況である。現状、使用料収入で賄いきれない不足分は主に一般会計からの基準外繰入金
で賄っており、厳しい経営状況となっている。
　計画期間においても、経費回収率は１００％を下回る予測となっており、引き続き、赤字が続く見通しとなっている。そのため、収支構造の適正化を図るべく、
収入増加及び費用削減のための取組の両面で、経営努力を行うことが必要である。

経費回収率

実績値

①

施設の維持管理に要する業務については、予防保全の観点から積極的に実施していくが、業務範
囲や発注方法の最適化を検討し、経費の削減及び経営の効率化を図る。

［デジタルトランスフォーメーション（DX）］
国土交通省を中心に下水道におけるDXが推進されている。具体的な取組として、下水道台帳デー
タの電子化を実施した。さらに、富田林市及び河南町で台帳データを共有しており、３市町間で管
の状況を確認できるようにしている。また、マンホールポンプ設備の通報装置回線を電話回線から
インターネット回線に変更したことにより、スマートフォンから異常を確認することが可能になった（令
和６年度までに導入済み）。
今後も、老朽化施設の拡大・使用料収入減少・下水道職員の不足等の課題により、効率的な事業
運営が一層求められている。その対応として、デジタル技術やデータを活用して業務効率化につな
がるような取組推進やローカルルールの見直しなどを検討していく。

委託費に関する事項

その他の取組

①

　使用料で賄うべき経費に対する使用料収入の割合は85％程度となる予想である。今後、人口減少に伴い使用料収入の減少が見込まれ、経営状況はより厳
しいものとなることが予想される。ただし、資産維持費については現時点で適切な水準が算定できないため、本来必要であるが当該算定において見込んでい
ない。以上を踏まえ、独立採算による経営を行うために、使用料水準の見直しについて検討する必要がある。

　　～ 原価計算表の補足説明～

支
出
削
減

評価・

見直し

評価・

見直し
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経営戦略の事後検証、改定等に関する事項５．

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

毎年度の進捗管理をPDCAサイクルの活用によって着実に行い、５年ごとに収支計画を見直すことにより、本経
営戦略の検証・改定を行う。

検証内容

体制

公表方法

進捗管理（モニタリング） 見直し（ローリング）

毎年度

「投資・財政計画（収支計画）」の計画値と実
績値との乖離の確認及び分析する。
計画と実績の乖離について、対応策を検討
し、必要に応じて予算に反映する。
経営比較分析表を活用した各経営指標の
分析を実施する。

環境農林課の職員により実施する。

経営比較分析表は本町ホームページにお
いて公表する。

５年ごと

計画と実績の乖離について原課による検証
を行い、管理者によるレビューを実施する。
将来見通しの再評価を行い、、経営戦略を
改定する。

環境農林課の職員により実施する。ただし、
使用料改定等の重要事項の検討を要する
際は、前回使用料改定時と同様に議会の議
決を経て対応する。

議会へ報告するとともに、本町ホームページ
掲載等の方法により住民に公表する。

頻度

Plan （計画）

・ 経営戦略策定、見直し改定

・ 経営方針の決定

Do （実行）

・ 計画の実施

・ 進捗管理

Check （評価・検証）

・ 計画との乖離の確認及び分析

・ 経営比較分析表

Action （改善）

・ 改善策の立案、予算への反映

・ 将来見通しの再評価

PDCA

サイクル

－　10 －



別紙１ 経営比較分析表（令和５年度決算）

別紙２-１ 収益的収支

別紙２-２ 資本的収支

別紙３ 原価計算表

経営戦略　別紙一覧





太子町下水道事業 別紙２－１ 収益的収支

投資・財政計画
（収支計画）

(法適用企業・収益的収支) （単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和5年度 令和6年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 127,599 137,054 122,130 120,733 124,174 122,657 121,127 114,830 113,376 111,911 110,447 108,993
(1) 124,580 123,025 121,810 120,271 118,698 117,149 115,587 114,038 112,442 110,835 109,229 107,633
(2) 3,019 14,028 320 462 5,476 5,508 5,540 792 934 1,076 1,218 1,360
(3) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(4) 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 166,664 176,868 158,848 143,016 147,495 157,210 165,723 143,871 133,526 129,118 128,977 133,555
(1) 69,316 82,644 64,706 48,017 51,886 61,539 70,187 48,959 38,869 34,542 34,510 39,202

65,431 76,303 59,706 48,017 51,886 61,539 70,187 48,959 38,869 34,542 34,510 39,202
3,885 6,341 5,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 97,285 94,216 94,142 94,999 95,609 95,671 95,536 94,912 94,657 94,576 94,467 94,353
(3) 63 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 294,263 313,922 280,978 263,749 271,669 279,867 286,850 258,701 246,902 241,029 239,424 242,548
１． 274,832 299,378 287,619 271,142 281,088 282,472 285,854 272,102 271,914 272,672 273,206 273,711
(1) 12,398 13,344 13,379 13,414 13,449 13,484 13,519 13,554 13,589 13,624 13,659 13,694

6,812 7,318 7,337 7,356 7,375 7,394 7,413 7,432 7,451 7,470 7,489 7,508
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5,586 6,026 6,042 6,058 6,074 6,090 6,106 6,122 6,138 6,154 6,170 6,186
(2) 73,980 100,113 87,154 69,097 77,997 77,652 80,155 66,706 66,219 65,729 65,243 64,764

829 1,012 1,009 1,004 999 994 989 983 977 971 965 959
813 1,818 783 801 820 839 859 879 900 921 943 965

22,482 35,780 30,952 13,144 13,251 13,359 16,668 13,578 13,688 13,799 13,911 14,024
45,867 48,817 51,463 51,147 49,871 49,348 48,690 48,037 47,365 46,688 46,011 45,339
3,989 12,686 2,947 3,001 13,056 13,112 12,949 3,229 3,289 3,350 3,413 3,477

(3) 188,328 185,335 187,086 188,631 189,642 191,336 192,180 191,842 192,106 193,319 194,304 195,253
(4) 126 586 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(5) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 22,698 18,629 17,621 16,059 14,835 14,355 13,495 12,509 11,824 11,622 11,549 11,526
(1) 20,150 17,280 15,416 13,854 12,630 12,150 11,290 10,304 9,619 9,417 9,344 9,321
(2) 2,548 1,349 2,205 2,205 2,205 2,205 2,205 2,205 2,205 2,205 2,205 2,205

(D) 297,530 318,007 305,240 287,201 295,923 296,827 299,349 284,611 283,738 284,294 284,755 285,237
(E) △ 3,267 △ 4,085 △ 24,262 △ 23,452 △ 24,254 △ 16,960 △ 12,499 △ 25,910 △ 36,836 △ 43,265 △ 45,331 △ 42,689
(F) 3,074 1,449 2,750 2,750 2,750 2,750 2,750 2,750 2,750 2,750 2,750 2,750
(G) 22 45 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 3,052 1,404 2,750 2,750 2,750 2,750 2,750 2,750 2,750 2,750 2,750 2,750

△ 215 △ 2,681 △ 21,512 △ 20,702 △ 21,504 △ 14,210 △ 9,749 △ 23,160 △ 34,086 △ 40,515 △ 42,581 △ 39,939
(I) △ 964 4,857 △ 16,655 △ 37,357 △ 58,861 △ 73,071 △ 82,820 △ 105,980 △ 140,066 △ 180,581 △ 223,162 △ 263,101
(J) 94,805 108,494 108,267 107,978 107,685 107,395 107,102 106,812 106,514 106,213 107,240 112,412

71,494 85,474 85,474 85,474 85,474 85,474 85,474 85,474 85,474 85,474 86,801 92,272
23,311 23,020 22,793 22,504 22,211 21,921 21,628 21,338 21,040 20,739 20,439 20,140

(K) 252,314 245,512 234,532 224,437 217,641 210,201 195,655 184,594 176,003 171,188 167,305 164,067
164,829 158,022 147,037 136,937 130,136 122,691 108,140 97,074 88,478 83,658 79,770 76,527

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
73,756 73,756 73,756 73,756 73,756 73,756 73,756 73,756 73,756 73,756 73,756 73,756

( I )
(A)-(B)

(L) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(M) 127,599 137,054 122,130 120,733 124,174 122,657 121,127 114,830 113,376 111,911 110,447 108,993

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(N) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(O) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(P) 127,599 137,054 122,130 120,733 124,174 122,657 121,127 114,830 113,376 111,911 110,447 108,993

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

料 金 収 入
雨 水 処 理 負 担 金

営 業 収 益

そ の 他

補 助 金

受 託 事 業 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益

そ の 他
経 費

動 力 費

長 期 前 受 金 戻 入

退 職 給 付 費

営 業 費 用

令和16年度令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

支

出

う ち 現 金 預 金

職 員 給 与 費

2411 0 14 31 47 60 68 92 124 161 202

(F)-(G)

修 繕 費

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

他 会 計 補 助 金

収 入 計
そ の 他

そ の 他

そ の 他 補 助 金

支 払 利 息

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

収

入

委 託 料

基 本 給

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

流 域 下 水 道 負 担 金

資 産 減 耗 費
そ の 他

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金



太子町下水道事業 別紙２－２ 資本的収支

投資・財政計画
（収支計画）

(法適用企業・資本的収支) （単位：千円）

年　　　　　度 令和5年度 令和6年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 69,400 80,700 74,700 69,400 119,600 69,500 39,500 47,800 82,500 81,600 81,300 68,900

25,000 41,900 35,100 21,700 9,600 2,500 0 0 0 0 0 0

２． 61,590 36,767 46,800 48,610 47,061 44,022 39,433 34,883 32,025 29,481 27,281 24,902

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 12 48 70 30 60 40 40 40 40 40 40 0

６． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

７． 8,649 16,959 23,000 24,000 13,000 0 0 0 0 0 0 6,800

８． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． 342 657 620 620 620 620 620 620 620 620 620 620

１０． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 139,993 135,131 145,190 142,660 180,341 114,182 79,593 83,343 115,185 111,741 109,241 101,222

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 139,993 135,131 145,190 142,660 180,341 114,182 79,593 83,343 115,185 111,741 109,241 101,222

１． 34,725 57,789 62,347 73,267 126,487 71,607 47,733 53,421 89,179 89,199 89,219 84,189

7,254 7,613 7,633 7,653 7,673 7,693 7,713 7,733 7,753 7,773 7,793 7,813

２． 191,498 164,830 158,022 147,037 136,937 130,136 122,691 108,140 97,074 88,478 83,658 79,770

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(E) 226,223 222,619 220,369 220,304 263,424 201,743 170,424 161,561 186,253 177,677 172,877 163,959

(F) 86,230 87,488 75,179 77,644 83,083 87,561 90,831 78,218 71,068 65,936 63,636 62,737

１． 84,519 83,842 66,807 73,224 72,827 81,750 87,193 74,065 63,666 58,534 56,234 55,794

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 1,711 3,646 8,372 4,420 10,256 5,811 3,638 4,153 7,402 7,402 7,402 6,943

(G) 86,230 87,488 75,179 77,644 83,083 87,561 90,831 78,218 71,068 65,936 63,636 62,737

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(I) 1,365,859 1,281,729 1,198,407 1,120,770 1,103,433 1,042,797 959,606 899,266 884,692 877,814 875,456 864,586

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 令和5年度 令和6年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

68,450 90,331 60,026 48,479 57,362 67,047 75,727 49,751 39,803 35,618 35,728 40,562

12,927 23,298 17,359 8,975 14,939 20,626 29,691 21,933 26,032 31,086 35,728 40,562

55,523 67,033 42,667 39,504 42,423 46,421 46,036 27,818 13,771 4,532 0 0

61,602 36,815 46,870 48,640 47,121 44,062 39,473 34,923 32,065 29,521 27,321 24,902

43,667 36,815 46,870 48,640 47,121 44,062 39,473 34,923 32,065 29,521 27,321 24,902

17,935 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

130,052 127,146 106,896 97,119 104,483 111,109 115,200 84,674 71,868 65,139 63,049 65,464

令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 負 担 金

工 事 負 担 金

他 会 計 借 入 金

他 会 計 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 庫 補 助 金

都 道 府 県 補 助 金

資

本

的

支

出

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れ る 支 出 の 財 源 充 当 額

純 計 (A)-{(B)+(C)}

う ち 基 準 内 繰 入 金

(F)-(G)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

前 年 度 同 意 債 等 で
今 年 度 収 入 分

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

そ の 他

そ の 他

計

資 本 的 収 入 額 が 資 本 的 支 出 額 に
不 足 す る 額 (E)-(D)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

補 塡 財 源 不 足 額

計



別紙３ 原価計算表

供用開始年月日 平 成 5 年 4 月 1 日
処理区域内人口 11934人
計算期間 自 7 年 4 月 至 12 年 3 月

（      5　年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円
124,580 118,703 118,703

0 0 0

169,683 157,920 157,920

294,263 276,623 0 276,623

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円
829 999 999
813 820 820
210 122 122

0 0 0
11,266 5,997 5,997
3,555 8,593 2,978 5,615

16,673 16,531 2,978 13,553
給 料 6,812 7,375 7,375
諸 手 当 3,504 3,820 3,820
福 利 費 2,082 2,254 454 1,800

11,216 11,478 11,478
2,898 2,504 0 2,504

26,512 27,431 454 26,977
45,867 50,104 2,289 47,815
45,867 50,104 2,289 47,815
20,150 13,068 4,631 8,437

188,328 189,775 146,334 43,441
0 0 0

208,478 202,843 150,965 51,878
297,530 296,909 156,686 140,223

140,223

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 84.65
＜使用料水準についての説明＞

小 計

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

　使用料で賄うべき経費に対する使用料収入の割合は85％程度となる予想である。今後、人口減少に伴い使用料収入の減少が見込ま
れ、経営状況はより厳しいものとなることが予想される。ただし、資産維持費については現時点で適切な水準が算定できないため、本来
必要であるが当該算定において見込んでいない。以上を踏まえ、独立採算による経営を行うために、使用料水準の見直しについて検討
する必要がある。

小 計

小 計
資
本
費

支 払 利 息
減 価 償 却 費
企 業 債 取 扱 諸 費

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

原価計算表

収　入　の　部

項 目
金　　　　　　　　額

使 用 料 (X)

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部

項 目
金　　　　　　　　額

管
渠
費

修 繕 費
材 料 費
路 面 復 旧 費
委 託 料
そ の 他

動 力 費

小 計

流域下水道維持管理負担金

そ
の
他

人
件
費
委 託 料
そ の 他
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